
こども大綱

（自治体こども計画）
都道府県こども計画

（自治体こども計画）
市町村こども計画

勘案

こども・若者の健やかな成長への支援、少子化対策、こどもの貧困対策など、幅広いこども政策に関する基本的な方針と
重要事項等を一元化

〇各法令等に基づくこどもに関する計画等を一体のものとして作成することができます。
（例）・子ども・若者育成支援推進法第９条に規定する、都道府県/市町村子ども・若者計画

・子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条に規定する、都道府県/市町村計画
・次世代育成支援対策推進法に基づく都道府県/市町村行動計画
・子ども・子育て支援法に基づく都道府県/市町村子ども・子育て支援事業計画 等

※各法令等において記載すべき事項等とされている事項を盛り込む必要があります。

〇関連計画等を一体的に作成することにより以下が期待されます。
①こども施策に全体として横串を刺すこと
②住民にとってわかりやすいものとなること
③自治体行政の事務負担の軽減

〇地域の実情に応じて個別に計画を作成し、それらを相互に関連計画として位置付け、内容
に応じて適宜参照しあうなど整合を図ることで、それらの計画を自治体こども計画と位置付け
ることも可能です。

〇こども・子育て事業債は、自治体こども計画へ位置付けた事業が対象です。

自治体 こ ど も 計画策定 の た め の ガ イ ド ラ イ ン

〇こども基本法第10条において、
・都道府県は、こども大綱を勘案して「都道府県こども計画」を作成
・市町村は、こども大綱・都道府県こども計画を勘案して「市町村こども計画」を作成

する努力義務が課せられています。
〇本ガイドラインでは、地方自治体が自治体こども計画策定にあたり必要な基礎事項や留意点、事例等を
取りまとめています。

勘案

資料５



調 査 策 定 完 成 推 進事 前 準 備
工程

自治体こども計画策定の工程と
ガイドラインの記載事項

・計画完成までのスケジュールの検討について（どういった工程が想定されるか。）
・検討体制、協議会の構築について ・庁内、庁外との連携について
・自治体こども計画と一体とできる計画について ・予算（想定される費目）の確保について

・調査の手法、工夫について
・こども・若者、子育て当事者への意見聴取、意見のフィードバックについて
・外部委託する場合の留意点について

・上位計画、関連計画との
整合について
・協議会等の開催について

・目標の設定について
・計画の推進体制、評価、見直しについて

（参考）

こども・若者の意見の政策反映に向けたガイドライン
～こども・若者の声を聴く取組のはじめ方～
https://www.cfa.go.jp/policies/iken/ikenhanei-guideline

〇各工程ごとに取り組むべきことについて、「概要」、「ポイント」、「自治体における事例」を記載。
〇複数のこども関係計画を一体的に策定した事例や、こども・若者等から積極的に意見を聴取する事例も掲載。

（参考）

自治体こども計画策定のためのガイドライン

https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-keikaku/

自治体の皆さまへ：
詳細は、下記ＵＲＬをご参照ください。
自治体こども計画を策定されましたら、こども家庭庁までお知らせください。
こども家庭庁では、自治体こども計画の策定状況をホームページなどで情報発信していきます。


